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1.18年９月中間期の連結業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

　(1) 連結経営成績
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 45,708 △0.4 127 △79.2 45 △91.8

17年９月中間期 45,902 0.3 611 186.9 558 558.7

18年３月 期 92,915 0.3 1,356 16.2 1,397 47.0

　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
潜在株式調整後

１株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年９月中間期 △73 ─ △3 03 　 ─

17年９月中間期 296 ─ 12 17 　 ─

18年３月 期 604 85.0 24 82 　 ─
(注) ① 持分法投資損益 18年９月中間期 6百万円 17年９月中間期 1百万円 18年３月期 37百万円

　 ② 期中平均株式数(連結) 18年９月中間期 24,356,101株 17年９月中間期 24,366,200株 18年３月期 24,363,887株

　 ③ 会計処理の方法の変更 　　無 　 　 　 　 　

　 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
　(2) 連結財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 69,725 11,641 16.6 476 51

17年９月中間期 69,895 11,863 17.0 486 91

18年３月 期 71,755 12,692 17.7 521 06
(注) 期末発行済株式数(連結) 18年９月中間期 24,351,740株 17年９月中間期 24,364,157株 18年３月期 24,358,924株

　
　(3) 連結キャッシュ・フローの状況

　
営業活動による

キャッシュ･フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

18年９月中間期 1,618 △449 △997 726

17年９月中間期 762 △354 △1,088 1,138

18年３月 期 2,559 △2,759 △959 657

　
　(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 25社　 持分法適用非連結子会社数 ─社　 持分法適用関連会社数 3社
　
　(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結(新規) ─社　 (除外) ─社　 持分法(新規) ─社　 (除外) ─社
　
2.19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）
　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

通期 92,500 750 300

　(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）　12円32銭
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※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要

素を含んでおります。実際の業績等は、今後の様々な要因によって予想値と異なる場合があります。な

お、上記予想に関する事項は添付資料７ページを参照願いします。
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1. 企業集団の状況

当企業集団は名古屋鉄道株式会社（親会社）グループ会社の中にあって、貨物運送事業を主力とする総合

物流事業を行っており、名鉄運輸株式会社（当社）及び子会社25社、関連会社３社で構成し、それぞれが事

業地域及び分野を複合的に分担し、物流ニーズの対応に企業グループが一体となって、総合物流事業の展開

を図っております。

【事業系統図】

事業系統図は次のとおりである。
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2. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、運輸事業を日本経済における重要なインフラと位置付け、高品質な輸送サービスを提

供することにより社会の繁栄に貢献していきたいと考え、品質とサービスの高度化に取り組んでおりま

す。今後も各事業分野における品質管理の高度化を図るとともに、グループ相互の連携を強化し、「品質

とサービスの名鉄運輸グループ」として総合物流事業を展開してまいります。

(2) 会社の利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、株主への利益還元を経営の重要施策の一つと考え、業績に対応した配当を行

うことを基本とし、あわせて今後の企業体質の強化と事業展開を念頭におき、内部留保の充実にも配慮し

安定した配当を継続していくことを基本方針としております。

(3) 目標とする経営指標

当社は新中期経営計画において、どのような社会情勢においても常に利益を確保し、安定した利益配当

を実施するため、売上高経常利益率2.5％を設定いたしました。また、資本コストを考慮したＳＶＡ指標

を導入することにより長期的な株主価値の創造に取り組んでまいります。

(4) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、グループとして整備された全国輸送ネットワークを活用して、良質な輸送サービスを

効率的に提供することにより競争力を高めるとともに、グループ各社が自立して、それぞれの持つ特性を

活かしながら、基盤となる地域に密着した営業戦略を進めることにより、業績の拡大と利益が確保できる

体質を確立していくことを中期的な目標としております。そのため、個々の業績の管理を徹底する体制の

整備と、組織再編等による事業分野・事業エリアの絞込みを進めております。

(5) 会社の対処すべき課題

今後の経済動向につきましては、引き続き企業収益の改善に支えられた景気回復が続くものと予測され

ますが、物流業界にとりましては、原油価格の先行き不透明感、法規制の強化によるコスト負担の増加な

ど、更に厳しい事業環境が予測されます。

　このような状況のなか、当社グループは、安定した連結利益を計上していくため、どのような事業環境

に置かれても「恒常的に利益を確保する」ことを至上命題に、グループ全体として利益体質への転換を図

るよう、次の課題に取り組んでおります。

①当社の新中期経営計画に基づき、事業分野、事業エリア及び事業コストの絞込みを通じて、営業利益

の拡大を図る。

②当社本体は、コアとなる混載事業への集中を図り、企業宛貨物を中心とした混載事業への戦力集中、

混載貨物を拡大するための流通事業の再構築、物流業者・倉庫業者との提携強化による取扱量の拡大

を図る。

③当社本体が営業を強化すべきエリアを、首都圏・中部圏・近畿圏の幹線地域とし、集中した人的・物

的投資を行う。

④他の地域は、組織再編等によりグループ各社が承継し、地域に密着したフレキシブルな事業展開によ

り利益が確保できるよう体制整備を進める。

⑤グループをあげて、引き続き店所の統廃合・施設の見直しを進め、効率性の高い組織の確立を目指

す。

⑥配達時間の早期化、荷主の希望時間に合わせた集荷作業、荷物事故・クレームの撲滅等、輸送品質の

一層の改善を図る。
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⑦グループの全国ネットをより強固で効率的なものとするため、輻輳する配送網の見直し、グループ会

社車両の積極的な活用を図る。

また、誠実で確実な経営を通じて地域社会の信頼を得ることが、当社グループの持続的な発展の基盤で

あり、そのためには、企業倫理・法令の遵守はもちろん、徹底した安全管理、エコドライブの推進による

環境保全への対応など、企業の社会的責任を着実に果たし、社会や地域との調和を図るよう努めてまいり

ます。

(6) その他、会社の経営上の重要な事項

該当事項はない。
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3. 経営成績及び財政状態

(1) 経営成績

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業業績の改善を背景に設備投資が引き続き増加するとともに、

雇用環境の好転や個人消費の堅調な推移など景気回復が鮮明となりました。一方で、原油価格の高止まり

や金利の上昇懸念など先行き不透明感が払拭しきれない状況が続いております。　

物流業界におきましては、荷主企業の物流合理化要請は依然として根強く、同業者間の過当競争の続く

なか、燃料費の高騰、改正道路交通法対策などコスト増加要因を抱え、極めて厳しい事業環境が続いてお

ります。

このような状況のなか、当社グループといたしましては、グループの強みである全国輸送ネットワーク

をより効率的で強固なものとし、良質な輸送サービスを継続して提供できるよう配送網の整備を引き続き

進めるとともに、今後増収の期待できる地域での営業所・流通加工所・倉庫の開設や、顧客荷主の流動に

より役割を終えた営業所の閉鎖等を積極的に実施いたしました。

当社におきましては、中期経営計画の二年度として、常に利益の確保できる企業体質への転換を目指

し、事業分野と事業エリアの絞込みを引き続き推し進めました。事業分野では、混載部門の拡大に営業力

を集中し、事業エリアでは昨年拡大移転した厚木・埼玉・太田支店を中心に数度にわたる集中販売を実施

し、営業の拡大に努めました。また、運賃改定交渉を重要な課題として強力な取り組みを行いましたが、

激しい事業者間競争のなか、一定の成果はありましたものの、運賃単価の下落を止めるまでには至らず、

当中間連結会計期間の連結売上高は、45,708百万円（対前中間連結会計期間比0.4％減）にとどまりまし

た。

一方、経費面では、グループをあげての輸送の効率化、エコドライブの強化及び道路使用料の削減など

により経費の削減を図りましたが、燃料費等の上昇をカバーするには至らず、当中間連結会計期間の経常

利益は45百万円（対前中間連結会計期間比91.8％減）となり、中間純損失73百万円（前中間連結会計期

間、中間純利益296百万円）を計上する結果となりました。

なお、当社グループは貨物運送事業を主力とする総合物流事業を展開しており、事業の種類別セグメン

ト情報は記載しておりません。

      ・当中間連結会計期間の部門別売上高は、次のとおりです。

                                                     　   (単位:百万円、％)

部門 前中間連結会計期間当中間連結会計期間 増減 増減率

貨物自動車運送部門 39,738 39,796 57 0.1%

航空利用運送部門 4,326 4,220 △ 105 △ 2.4%

流通部門 1,838 1,691 △ 147 △ 8.0%

合計 45,902 45,708 △ 194 △ 0.4%

(2) 財政状態

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前中間純利益93百万円（対前中間連結会計期間

比489百万円減）、売上債権の減少1,295百万円（対前年中間連結会計期間比233百万円増）などが主な内

訳であり、前中間連結会計期間に比べ855百万円増加し、1,618百万円の収入超過となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出756百万円（対前中間連結会

計期間比181百万円減）あり、前中間連結会計期間に比べ94百万円減少し、449百万円の支出超過となりま

した。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長期借入金の返済などにより、前中間連結会計期間に比べ

90百万円増加し、997百万円の支出超過となりました。
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これらの結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間連結会計期間に比べ411百万円減少し、

726百万円となりました。

(3）通期の見通し

今後の経済動向につきましては、引き続き企業収益の改善に支えられた景気回復が続くものと予測され

ますが、物流業界にとりましては、原油価格の高止まり感、環境対策車両の導入、法規制の強化によるコ

スト負担の増加など、更に厳しい事業環境が予測されます。

このような状況のなか、今後も中期経営計画に沿った事業分野・事業エリアの絞込みにより、経営資源

を集中した事業の効率化を引き続き進め、利益の確保できるグループ体質の確立を図ってまいります。

　通期の見通しといたしましては、売上高92,500百万円、経常利益750百万円、当期純利益300百万円を見

込んでおります。

(4) 事業等のリスク

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクにつきましては、当中間連結会計期間末に

おいて以下のとおり認識しております。

①重大交通事故ついて

当社グループの主要事業は、公道を利用して貨物自動車を運行することにあります。運転に当たっては

関連法令を遵守し、人命第一の安全運転を最優先するよう努めておりますが、重大な不慮の事故が発生

した場合、社会的信用を低下させ、損害賠償等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

②燃料費の変動について

当社グループには燃料調達が不可欠であり、主要燃料である軽油の価格は、概ね原油価格に連動するた

め、世界の景気動向、産油地域の情勢等による影響を受け、その上昇は当社グループの業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

③特有の法的規制について

当社グループは総合物流業を展開しており、貨物自動車運送事業法、貨物利用運送事業法、倉庫業法を

はじめ種々の関連法令による許認可・規制のもとで事業を営んでおります。法令遵守にはグループをあ

げて取り組んでおりますが、不注意な車両事故等により、一部業務の停止をはじめとする行政処分を受

け、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

④顧客情報の流出について

当社グループは、送り状をはじめ多くの顧客情報を取り扱うことにより事業を行っております。社内規

則の徹底により顧客情報に対する管理には充分努めておりますが、万一情報が外部に漏洩した場合、社

会的信用の低下、損害賠償請求等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑤環境問題による公的規制について

当社グループは社会の環境問題への関心が高まるなか、ＣＮＧ車やアイドリングストップ車の導入、エ

コドライブの推進等、積極的な環境対策を進めておりますが、現在予期しない環境規制の強化が行われ

た場合、当社グループの営業が制限され、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

⑥金利の変動について

当社グループは、車両の更新や拠点整備のため、継続的に設備投資を行っておりますが、設備資金は主

として借入でまかなっております。その多くは固定金利又は金利スワップ取引により金利を固定してお

りますが、変動金利での借入については金利変動の影響を受け、その上昇は当社グループの業績に悪影

響を及ぼす可能性があります。
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4. 中間連結財務諸表等

中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※２ 　 1,249 　 　 791 　 　 761 　

　２　受取手形及び
　　　営業未収金

※４ 　 14,425 　 　 14,361 　 　 15,353 　

　３　有価証券 　 　 2 　 　 2 　 　 2 　

　４　たな卸資産 　 　 215 　 　 218 　 　 237 　

　５　その他 　 　 1,438 　 　 2,107 　 　 1,543 　

　６　貸倒引当金 　 　 △58 　 　 △ 29 　 　 △ 37 　

　　　流動資産合計 　 　 17,272 24.7 　 17,452 25.0 　 17,860 24.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産
※１
※２

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 　 15,326 　 　 15,199 　 　 15,589 　

　　(2) 機械装置
　　　　及び運搬具

　 　 4,102 　 　 3,852 　 　 3,655 　

　　(3) 土地 　 　 22,955 　 　 24,300 　 　 24,295 　

　　(4) その他 　 　 926 　 　 242 　 　 254 　

　　　有形固定資産合計 　 　 43,311 62.0 　 43,595 62.5 　 43,794 61.0

　２　無形固定資産 　 　 452 0.6 　 467 0.7 　 445 0.6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※２ 　 5,104 　 　 4,666 　 　 6,014 　

　　(2) その他 　 　 3,993 　 　 3,729 　 　 3,832 　

　　(3) 貸倒引当金 　 　 △239 　 　 △ 184 　 　 △ 191 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 　 8,858 12.7 　 8,210 11.8 　 9,655 13.5

　　　固定資産合計 　 　 52,622 75.3 　 52,273 75.0 　 53,895 75.1

　　　資産合計 　 　 69,895 100.0 　 69,725 100.0 　 71,755 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び
　　　営業未払金

※４ 　 8,568 　 　 9,259 　 　 9,848 　

　２　短期借入金 ※２ 　 11,320 　 　 10,295 　 　 10,067 　

　３　１年内返済予定
　　　長期借入金

※２ 　 5,855 　 　 4,210 　 　 5,243 　

　４　１年内償還予定
　　　社債

　 　 2,080 　 　 1,610 　 　 110 　

　５　未払法人税等 　 　 340 　 　 298 　 　 505 　

　６　賞与引当金 　 　 57 　 　 146 　 　 56 　

　７　その他 　 　 4,665 　 　 4,579 　 　 3,701 　

　　　流動負債合計 　 　 32,888 47.0 　 30,400 43.6 　 29,533 41.1

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 4,120 　 　 2,510 　 　 4,065 　

　２　長期借入金 ※２ 　 12,689 　 　 16,809 　 　 16,708 　

　３　退職給付引当金 　 　 4,870 　 　 5,055 　 　 4,979 　

　４　再評価に係る
　　　繰延税金負債

　 　 2,317 　 　 2,200 　 　 2,024 　

　５　負ののれん 　 　 ─ 　 　 9 　 　 ─ 　

　６　連結調整勘定 　 　 2 　 　 ─ 　 　 11 　

　７　その他 　 　 1,065 　 　 1,097 　 　 1,695 　

　　　固定負債合計 　 　 25,065 35.9 　 27,682 39.7 　 29,485 41.1

　　　負債合計 　 　 57,953 82.9 　 58,083 83.3 　 59,019 82.2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 　 78 0.1 　 ― ― 　 44 0.1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,065 3.0 　 ― ― 　 2,065 2.9

Ⅱ　資本剰余金 　 　 1,534 2.2 　 ― ― 　 1,534 2.1

Ⅲ　利益剰余金 　 　 5,406 7.7 　 ― ― 　 6,142 8.6

Ⅳ　土地再評価差額金 　 　 1,061 1.5 　 ― ― 　 633 0.9

Ⅴ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 1,802 2.6 　 ― ― 　 2,325 3.2

Ⅵ　自己株式 　 　 △8 △0.0 　 ― ― 　 △ 9 △0.0

　　　資本合計 　 　 11,863 17.0 　 ― ― 　 12,692 17.7

　　　負債、少数株主持分
　　　及び資本合計

　 　 69,895 100.0 　 ― ― 　 71,755 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

― 9 ―



　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ─ 　 2,065 3.0 　 ― ─

　２　資本剰余金 　 　 ― ─ 　 1,534 2.2 　 ― ─

　３　利益剰余金 　 　 ― ─ 　 5,966 8.5 　 ― ─

　４　自己株式 　 　 ― ─ 　 △ 11 △0.0 　 ― ─

　　　株主資本合計 　 　 ― ─ 　 9,555 13.7 　 ― ─

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ─ 　 1,588 2.3 　 ― ─

　２　繰延ヘッジ損益 　 　 ― ─ 　 1 0.0 　 ― ─

　３　土地再評価差額金 　 　 ― ─ 　 457 0.6 　 ― ─

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ─ 　 2,048 2.9 　 ― ─

Ⅲ　少数株主持分 　 　 ― ─ 　 37 0.1 　 ― ─

　　　純資産合計 　 　 ― ─ 　 11,641 16.7 　 ― ─

　　　負債純資産合計 　 　 ― ─ 　 69,725 100.0 　 ― ─
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② 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 45,902 100.0 　 45,708 100.0 　 92,915 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 43,533 94.8 　 43,765 95.7 　 87,958 94.7

　　　売上総利益 　 　 2,369 5.2 　 1,942 4.3 　 4,956 5.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 1,758 3.9 　 1,815 4.0 　 3,599 3.8

　　　営業利益 　 　 611 1.3 　 127 0.3 　 1,356 1.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1 　 　 4 　 　 3 　 　

　２　受取配当金 　 41 　 　 41 　 　 53 　 　

　３　受取手数料 　 40 　 　 44 　 　 83 　 　

　４　持分法による
　　　投資利益

　 1 　 　 6 　 　 37 　 　

　５　その他 　 131 216 0.5 91 188 0.4 379 557 0.6

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 250 　 　 248 　 　 481 　 　

　２　その他 　 18 269 0.6 21 270 0.6 36 517 0.6

　　　経常利益 　 　 558 1.2 　 45 0.1 　 1,397 1.5

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 11 　 　 16 　 　 27 　 　

　２　投資有価証券売却益 　 31 　 　 643 　 　 32 　 　

　３　貸倒引当金戻入益 　 ― 　 　 11 　 　 ─ 　 　

　４　退職給付信託設定益 　 183 　 　 ─ 　 　 183 　 　

　５　その他 　 15 242 0.6 53 726 1.6 30 274 0.3

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※３ 69 　 　 125 　 　 138 　 　

　２　減損損失 ※４ 43 　 　 ─ 　 　 43 　 　

　３　役員退職慰労金 　 39 　 　 31 　 　 39 　 　

　４　過年度事故支出金 　 16 　 　 ─ 　 　 29 　 　

　５　その他 ※５ 48 218 0.5 520 678 1.5 67 318 0.3

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

　 　 582 1.3 　 93 0.2 　 1,352 1.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 344 　 　 287 　 　 742 　 　

　　　法人税等調整額 　 △45 298 0.7 △ 102 185 0.4 15 757 0.8

　　　少数株主損失 　 　 12 0.0 　 17 0.0 　 9 0.0

　　　中間(当期)純利益 　 　 296 0.6 　 ─ ─ 　 604 0.7

　　　中間純損失 　 　 ― ― 　 73 △0.2 　 ─ ─
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③ 中間連結剰余金計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前連結会計年度の連結剰余金計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 1,534 　 1,534

Ⅱ　資本剰余金中間期末
　　(期末)残高

　 　 1,534 　 1,534

　 　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 5,109 　 5,109

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

　１　中間(当期)純利益 　 296 　 604 　

　２　土地再評価差額金取崩額 　 ― 296 428 1,032

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 ― 　 ─ 　

　２　役員賞与 　 ― 　 ─ 　

　３　中間純損失 　 ― ― ─ ─

Ⅳ　利益剰余金中間期末
　　(期末)残高

　 　 5,406 　 6,142
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④ 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,065 1,534 6,142 △ 9 9,733

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △ 60 　 △ 60

　中間純利益 　 　 △ 73 　 △ 73

　自己株式の取得 　 　 　 △ 2 △ 2

　連結子会社の決算期変更に伴う

　増加高
　 　 33 　 33

　連結子会社の決算期変更に伴う

　減少高等
　 　 △ 75 　 △ 75

　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間連結

　会計期間中の変動額（純額）
　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
　 　 △ 176 △ 2 △ 178

平成18年９月30日残高(百万円) 2,065 1,534 5,966 △ 11 9,555

　

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,325 ─ 633 2,958 44 12,736

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 　 △ 60

　中間純利益 　 　 　 　 　 △ 73

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △ 2

　連結子会社の決算期変更に伴う

　増加高
　 　 　 　 　 33

　連結子会社の決算期変更に伴う

　減少高等
　 　 　 　 　 △ 75

　 　 　 　 　 　 　

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△ 736 1 △ 175 △ 910 △ 6 △ 916

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△ 736 1 △ 175 △ 910 △ 6 △ 1,094

平成18年９月30日残高(百万円) 1,588 1 457 2,048 37 11,641

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目である。
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書
　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　税金等調整前中間
　　　(当期)純利益

　 582 93 1,352

　２　減価償却費 　 1,333 998 2,636

　３　固定資産除却損 　 41 83 82

　４　固定資産売却損 　 10 9 10

　５　投資有価証券売却益 　 △31 △ 643 △ 32

　６　投資有価証券評価損 　 6 ─ 6

　７　退職給付信託設定益 　 △183 ─ △ 183

　８　貸倒引当金の減少額 　 △35 △ 11 △ 104

　９　賞与引当金の減少額 　 △8 △ 9 △ 9

　10　退職給付引当金の増減額 　 △210 80 △ 100

　11　受取利息及び受取配当金 　 △43 △ 46 △ 57

　12　支払利息 　 250 248 481

　13　持分法による投資利益 　 △1 △ 6 △ 37

　14　売上債権の減少額 　 1,061 1,295 147

　15　仕入債務の減少額 　 △1,514 △ 695 △ 234

　16　その他 　 △24 877 △ 488

　　　　小計 　 1,232 2,275 3,468

　17　利息及び配当金の受取額 　 42 48 55

　18　利息の支払額 　 △247 △ 238 △ 475

　19　法人税等の支払額 　 △265 △ 466 △ 490

　　　　営業活動による
　　　　キャッシュ・フロー

　 762 1,618 2,559

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　定期預金の預入による支出 　 △31 △ 2 △ 48

　２　定期預金の払戻による収入 　 29 42 53

　３　有形固定資産の
　　　取得による支出

　 △574 △ 756 △ 3,151

　４　有形固定資産の
　　　売却による収入

　 49 42 253

　５　無形固定資産の
　　　取得による支出

　 △21 △ 39 △ 31

　６　投資有価証券の
　　　取得による支出

　 △8 △ 12 △ 19

　７　投資有価証券の
　　　売却による収入

　 201 277 202

　８　子会社株式の
　　　取得による支出

　 ― ─ △ 20

　９　貸付による支出 　 ― △ 1 △ 3

　10　貸付金の回収による収入 　 1 1 5

　11　その他 　 ― ─ ─

　　　　投資活動による
　　　　キャッシュ・フロー

　 △354 △ 449 △ 2,759
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前中間連結会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　 　 　 　

　１　短期借入金の純増減額 　 1,230 52 △ 22

　２　長期借入れによる収入 　 4,761 2,667 10,010

　３　長期借入金の
　　　返済による支出

　 △7,076 △ 3,596 △ 8,916

　４　社債の償還による支出 　 ─ △ 55 △ 2,025

　５　配当金の支払額 　 ― △ 63 ─

　６　その他 　 △3 △ 2 △ 5

　　　　財務活動による
　　　　キャッシュ・フロー

　 △1,088 △ 997 △ 959

Ⅳ　現金及び現金同等物
　　の減少額

　 △679 172 △ 1,160

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

　 1,817 657 1,817

Ⅵ　決算期変更に伴う現金及び
　　現金同等物の減少額

　 ─ △ 103 ─

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

　 1,138 726 657
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１　連結の範囲に関する事項 　連結子会社数　　　　25社

　主要な連結子会社名

西肥名鉄運輸㈱、名鉄ゴールデン

航空㈱、東北名鉄運輸㈱

　なお、当中間連結会計期間にお

いて群馬名鉄配送㈱を清算してい

る。

　連結子会社数　　　　　25社

　主要な連結子会社名

西肥名鉄運輸㈱、名鉄ゴールデン

航空㈱、東北名鉄運輸㈱

　連結子会社数　　　　　25社

　主要な連結子会社名

西肥名鉄運輸㈱、名鉄ゴールデン

航空㈱、東北名鉄運輸㈱

　なお、当連結会計年度において

群馬名鉄配送㈱を清算している。

２　持分法の適用に関する事

項

　持分法適用の関連会社数

　　　　　　　　　　２社

　持分法適用の関連会社数

　　　　　　　　　　　３社

　持分法適用の関連会社数

　　　　　　　　　　　３社

　 　主要な会社名　中京通運㈱ 　主要な会社名　中京通運㈱ 　主要な会社名　中京通運㈱

　なお、当連結会計年度において

和歌山名鉄運輸㈱は、関連会社に

該当することとなったため、持分

法を適用している。

３　連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

　連結子会社西肥名鉄運輸㈱ほか

24社の中間決算日は６月30日であ

り、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同中間決算日現在の財

務諸表を使用している。ただし、

中間連結決算日９月30日までの期

間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っている。

　連結子会社西肥名鉄運輸㈱ほか

11社の中間決算日は６月30日であ

り、中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同中間決算日現在の財

務諸表を使用している。ただし、

中間連結決算日９月30日までの期

間に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っている。

なお、名鉄急配㈱ほか12社につ

いては、当中間連結会計期間から

決算期を変更し、当中間連結会計

期間における会計期間は平成18年

４月１日から平成18年９月30 日ま

での６ヶ月間となっている。

　連結子会社西肥名鉄運輸㈱ほか

24社の決算日は12月31日であり、

連結財務諸表の作成にあたって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用している。ただし、連結決算日

３月31日までの期間に生じた重要

な取引については連結上必要な調

整を行っている。
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項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　(a) 時価のあるもの

　中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定している。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　(a) 時価のあるもの

中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定してい

る。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　(a) 時価のあるもの

　連結会計年度末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定している。)

　 　　　(b) 時価のないもの

移動平均法に基づく原価

法

　　　(b) 時価のないもの

移動平均法に基づく原価

法

　　　(b) 時価のないもの

　　　　移動平均法に基づく原価

法

　 　(ロ)たな卸資産(貯蔵品)

　　　移動平均法に基づく原価法

　(ロ)たな卸資産(貯蔵品)

同左

　(ロ)たな卸資産(貯蔵品)

同左

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　(イ)有形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　なお、取得価額10万円以上

20万円未満のものには、３年

間で均等償却する方法を採用

している。

　　　主な耐用年数は以下のとお

りである。

　　　建物及び構築物　７～50年

　　　機械装置及び運搬具

２～14年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　(イ)有形固定資産

定額法を採用している。

なお、取得価額10万円以上

20万円未満のものには、３年

間で均等償却する方法を採用

している。

主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物及び構築物　７～50年

機械装置及び運搬具

２～14年

（追加情報）

車両運搬具について、近年

の性能、耐久性及び整備技術

の向上により経済的使用可能

予測期間が長期化しているこ

とから、当社における使用実

態に照らし、車輌運搬具の耐

用年数を従来の税法耐用年数

から経済的使用可能予測期間

に変更している。

この結果、従来と同一の基

準によった場合と比べて減価

償却費は256百万円減少し、営

業利益、経常利益及び税引前

中間純利益はそれぞれ同額増

加している。
　

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

　(イ)有形固定資産

　定額法を採用している。

　なお、取得価額10万円以上

20万円未満のものには、３年

間で均等償却する方法を採用

している。

　主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物及び構築物　　７～50年

　　機械装置及び運搬具

２～14年

　

― 17 ―



　
項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　 　(ロ)無形固定資産

　　　定額法を採用している。

　　　なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用している。

　(ロ)無形固定資産

同左

　(ロ)無形固定資産

同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ている。

(3) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　(イ)貸倒引当金

同左

　 　(ロ)賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間負担

額を計上している。

　(ロ)賞与引当金

同左

　(ロ)賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度負担額を

計上している。

　 　(ハ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末に発生してい

ると認められる額を計上して

いる。

　(ハ)退職給付引当金

同左

　

　(ハ)退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末に発生していると

認められる額を計上してい

る。

　 　　　なお、会計基準変更時差異

については、15年による按分

額を費用に計上している。過

去勤務債務は、発生年度で一

括処理している。数理計算上

の差異は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(８～10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生した翌連結会計年

度から費用処理している。

　 　　　なお、会計基準変更時差異

については、15年による按分

額を費用に計上している。過

去勤務債務は、発生年度で一

括処理している。数理計算上

の差異は、発生時における従

業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数(８～10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生した翌連結会計年

度から費用処理している。
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項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　 (4) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

　 (5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジによっている。

　　　金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たす

場合は特例処理を採用してい

る。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

　(イ)ヘッジ会計の方法

同左

　 　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 　 ヘッジ対象

金利スワップ　 借入金利息

　

　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 　(ハ)ヘッジ方針

　　　金利スワップ取引は、市場

金利変動によるリスクを回避

するのが目的である。

　(ハ)ヘッジ方針

同左

　(ハ)ヘッジ方針

同左

　 　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間におけるヘ

ッジ対象とヘッジ手段それぞ

れの相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計との比

較によっている。

　　　なお、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ取引

については、有効性の判定を

省略している。

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左

　 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

　　消費税等の会計処理

同左

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書)におけ

る資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっている。

同左 同左
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会計処理の変更

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号　

平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号　平成17年12月9日）

を適用している。

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、11,603百万円である。

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

―――――
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表示方法の変更

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間において、特別損失の「その他」

に含め表示していた「減損損失」（前中間連結会計期

間5百万円）については、特別損失の総額の100分の10

を超えたため、当中間連結会計期間から区分掲記して

いる。

―――――

――――― （中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間において、連結調整勘定として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から負ののれ

んと表示している。

――――― （金額の表示単位の変更）

中間連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の

金額については、従来、千円単位で記載していたが、当

中間連結会計期間より百万円単位で記載することに変更

している。

なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及

び前連結会計年度についても百万円単位に組替え表示し

ている。
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追加情報

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

社宅の従業員負担額は、前連結会

計年度まで営業外収益に計上してい

たが、発生費用との対応をより適切

にするため、当中間連結会計期間よ

り売上原価又は販売費及び一般管理

費に含まれる施設使用料から控除す

ることとしている。この結果、従来

の方法によった場合に比較して、売

上総利益は28百万円、営業利益は28

百万円それぞれ増加している。

――――― 社宅の従業員負担額は、前連結会

計年度まで営業外収益に計上してい

たが、発生費用との対応をより適切

にするため、当連結会計年度より売

上原価又は販売費及び一般管理費に

含まれる施設使用料から控除するこ

ととしている。この結果、従来の方

法によった場合に比較して、売上総

利益は55百万円、営業利益は56百万

円それぞれ増加している。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

35,127百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

35,529百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

35,460百万円

※２　担保に供している資産

　　(1) 道路交通事業財団の組成

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

3,853
短期
借入金

432

機械装置
及び
運搬具

362
１年内返
済予定長
期借入金

2,387

土地 13,718
長期
借入金

4,058

計 17,935 計 6,879

　

※２　担保に供している資産

　　(1) 道路交通事業財団の組成

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

3,456
短期
借入金

405

機械装置
及び
運搬具

396
１年内返
済予定長
期借入金

1,704

土地 12,563
長期
借入金

8,494

計 16,415 計 10,604

　

※２　担保に供している資産

　　(1) 道路交通事業財団の組成

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

3,520
短期
借入金

302

機械装置
及び
運搬具

282
１年内返
済予定長
期借入金

2,347

土地 12,563
長期
借入金

7,880

計 16,366 計 10,529

　

　　(2) その他

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

1,686
短期
借入金

1,295

土地 3,967
１年内返
済予定長
期借入金

767

預金 113
長期
借入金

2,027

投資
有価証券

302 　 　

計 6,069 計 4,090

　上記以外に預金36百万円を有料道

路使用の料金後納に係る担保として

提供している。

　　(2) その他

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

1,530
短期
借入金

1,972

土地 3,162
１年内返
済予定長
期借入金

600

預金 11
長期
借入金

1,536

投資
有価証券

248 　 　

計 4,953 計 4,109

　　(2) その他

担保物件(簿価)
(百万円)

対応債務
(百万円)

建物及び
構築物

1,717
短期
借入金

2,102

土地 3,965
１年内返
済予定長
期借入金

871

預金 113
長期
借入金

1,470

投資
有価証券

384 　 　

計 6,181 計 4,444

　上記以外に預金36百万円を有料道

路使用の料金後納に係る担保として

提供している。

　３ 受取手形割引高 820 百万円

　
受取手形裏書
譲渡高

63 百万円

　

────

　

　３ 受取手形割引高 414 百万円

　
受取手形裏書
譲渡高

22 百万円

　

※４　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理している。

　なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高から除かれている。

　 受取手形 335 百万円

　 支払手形 74 百万円

　３ 受取手形割引高 806 百万円

　
受取手形裏書
譲渡高

30 百万円

　

────
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額

人件費 916百万円

　うち賞与引
　当金繰入額

3百万円

施設使用料 347百万円

貸倒引当金
繰入額

0百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額

人件費 880百万円

　うち賞与引
　当金繰入額

33百万円

施設使用料 360百万円

貸倒引当金
繰入額

3百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額

人件費 1881百万円

　うち賞与引
　当金繰入額

56百万円

施設使用料 693百万円

貸倒引当金
繰入額

40百万円

※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

11百万円

※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

16百万円

※２　固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

26百万円

　 　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び構築物
除却損

10百万円

機械装置及び
運搬具売却損

22百万円

機械装置及び
運搬具除却損

2百万円

有形固定資産
その他除却損

4百万円

無形固定資産
売却損

0百万円

無形固定資産
除却損

23百万円

投資その他の資産
その他（保証金
等）除却損

6百万円

　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び構築物
除却損

68百万円

機械装置及び
運搬具売却損

27百万円

機械装置及び
運搬具除却損

7百万円

有形固定資産
その他売却損

0百万円

有形固定資産
その他除却損

5百万円

無形固定資産
除却損

0百万円

投資その他の資産
その他（保証金
等）除却損

16百万円

　

※３　固定資産処分損の内訳

建物及び構築物
除却損 26百万円

機械装置及び
運搬具売却損 33百万円

機械装置及び
運搬具除却損 25百万円

有形固定資産
その他売却損 4百万円

有形固定資産
その他除却損 6百万円

無形固定資産
売却損 0百万円

無形固定資産
除却損 23百万円

投資その他の資産
その他（保証金
等）除却損

17百万円

　
※４　減損損失

当社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 岐阜県高山市

当社グループは、管理会計上の区

分を基礎にグルーピングを行ってい

るが、現在未稼動で今後も事業の用

に供する予定のないものについては

遊休資産としてグルーピングしてい

る。上記の資産については、遊休状

態となり今後も使用の目処が立って

おらず、かつ、回収可能価額が帳簿

価額を下回っているため減損損失43

百万円を計上した。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、重要性の高い資

産グループについては、不動産鑑定

士の鑑定評価額によっている。

──── ※４　減損損失

当社グループは、以下の資産グル

ープについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 岐阜県高山市

当社グループは、管理会計上の区

分を基礎にグルーピングを行ってい

るが、現在未稼動で今後も事業の用

に供する予定のないものについては

遊休資産としてグルーピングしてい

る。上記の資産については、遊休状

態となり今後も使用の目処が立って

おらず、かつ、回収可能価額が帳簿

価額を下回っているため減損損失43

百万円を計上した。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は、正味売却

価額により測定し、重要性の高い資

産グループについては、不動産鑑定

士の鑑定評価額によっている。

──── ※５　特別損失その他の主要な費目

及び金額

従業員給与手当 457百万円

────

　

― 24 ―



(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 24,402 ─ ─ 24,402
　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 44 6 ─ 51
　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　6千株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 60 ２円50銭 平成18年３月31日 平成18年６月29日

　

　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌中間連結会計期間後となる

もの

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

　現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金
勘定

1,249百万円

中期国債
ファンド

2百万円

預入期間が
３か月を超え
る定期預金

△113百万円

現金及び
現金同等物

1,138百万円

　現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金
勘定

791百万円

中期国債
ファンド

2百万円

預入期間が
３か月を超え
る定期預金

△66百万円

現金及び
現金同等物

726百万円

　現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

　

現金及び預金
勘定

761百万円

中期国債
ファンド

2百万円

預入期間が
３か月を超え
る定期預金

△105百万円

現金及び
現金同等物

657百万円
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セグメント情報

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、当社及び連結子会社はすべて総合物

流事業を営んでいるため、該当事項はない。
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２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、本国以外に所在する連結子会社及び

在外支店がないため、該当事項はない。
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３　海外売上高

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、海外売上高はないため、該当事項は

ない。

― 29 ―



リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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有価証券関係

(前中間連結会計期間末)

１　その他有価証券で時価があるもの

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 1,449 4,485 3,036

(注)　減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能

性の判定の対象とし、減損の要否を判定している。

２　時価評価されていない主な有価証券及び中間連結貸借対照表計上額

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 530

　その他 2

(当中間連結会計期間末)

１　その他有価証券で時価があるもの

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 1,341 3,988 2,646

(注)　減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能

性の判定の対象とし、減損の要否を判定している。

２　時価評価されていない主な有価証券及び中間連結貸借対照表計上額

区分 中間連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 530

　その他 2

　

(前連結会計年度末)

１　その他有価証券で時価があるもの

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額(百万

円)
差額(百万円)

株式 1,458 5,341 3,882

(注)　減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能

性の判定の対象とし、減損の要否を判定している。

２　時価評価されていない主な有価証券及び連結貸借対照表計上額

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 527

　その他 2
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デリバティブ取引関係

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引

については、ヘッジ会計を適用しているため、記載していない。
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１株当たり情報

　

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 486円91銭 １株当たり純資産額 476円51銭 １株当たり純資産額 521円06銭

１株当たり中間純利益 12円17銭 １株当たり中間純損失 3円03銭 １株当たり当期純利益 24円82銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない

ため記載していない。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

純資産の部の合計額(百万円) ─ 11,641 ─

純資産の部から控除する金額(百万円) ― 37 ─

（うち新株予約権） ― ─ ─

（うち少数株主持分） ─ 37 ─

普通株式に係る中間期末の純資産額(百万
円)

― 11,603 ─

１株当たり純資産額の算定に用いられた中
間期末の普通株式の数(千株)

─ 24,351 ─

２　１株当たり中間(当期)純損益金額

　 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

中間(当期)純利益(百万円) 296 ─ 604

中間純損失(百万円) ― 73 ─

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 296 ─ 604

普通株式に係る中間純損失(百万円) ― 73 ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,366 24,356 24,363
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重要な後発事象

該当事項はない。
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はない。
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